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１.変更概要

１．１．経緯 

再処理設備本体用の安全冷却水系冷却塔の竜巻防護設計については，

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系冷却塔の竜巻防護

対策と合せ，当初以下 3 案について検討を行っていた。 

案１．再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔 A を竜巻から防護するため，

前処理建屋屋上へ竜巻防護対策設備を設置する。 

案２．再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔 A を移設し移設先に竜巻防

護対策設備を設置する。 

 

：竜巻防護対策設備を示す。 

：竜巻防護対策設備を示す。 
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案３．竜巻防護対策を施した使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安

全冷却水系冷却塔から再処理設備本体用 安全冷却水系へ冷却水を

供給する。（３系列運用） 

当初検討の結果，案１は，設置している前処理建屋の耐震性に与える

影響が大きいことから採用を見送った。案２は，冷却塔の調達の見通しが

得られなかったことから，採用を見送った。 

案３は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却水系と再

処理本体用 安全冷却水系が洞道を介して既に接続した状態にあること及

び再処理施設全体の崩壊熱除去ができる等の技術的見通しがあったことか

ら，本案を採用し，2019 年 9 月 11 日に開催された審査会合で説明した。 

その後，詳細検討を実施している中で，３系列運用について運用面の

煩雑さおよび工事の輻輳による困難さにおいて課題を確認したこと，また，

冷却塔新設に係る冷却塔の調達の見通しが得られたことを踏まえ，対応方

針を再検討した結果，これまで系統の運用や操作方法が変わらず，３系列

運用で顕在化したバルブ操作等の煩雑さが解消され，安全性向上に資する

ことから案２に示す冷却塔新設で対応する方針に変更することとした。 

：竜巻防護対策設備を示す。 
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１．２ ３系列運用の詳細検討で確認された課題 

３系列運用による再処理施設全体の崩壊熱除去のための詳細検討等に

より，運用面および工事面において以下の課題を確認した。 

（１）運用面

a. 再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔 B が故障し，使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却水系冷却塔 A，B への切り

替え作業が発生した場合には，再処理設備本体用 安全冷却水系

冷却塔 B の停止・隔離，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用

安全冷却水系冷却塔 A，B 系統からの切替え隔離が発生する。

b. この系統切り替え作業は，バルブ操作等が煩雑である。また，使

用済燃料の受入れ及び貯蔵施設，再処理設備本体の保守時やトラ

ブル時のポンプ・調整弁などの運用方法も複雑となる。

c. 再処理設備本体用 安全冷却水系冷却塔 B の単一故障時に使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却水系冷却塔への切替

えが必要となるが，再処理設備本体，使用済燃料の受入れ及び貯

蔵施設の安全冷却水系両系統とともに，一般系 A，B 系統の負荷を

隔離する必要がある。

d. ３系列運用を実施するためには，再処理設備本体用 安全冷却水

系で使用している不凍液を純水に置換する必要があり，廃液処理

が必要となる。また，再処理設備本体は，純水に置き換えるため

に，冬季は起動調整している範囲を凍結防止のために毎年液抜き

を行う必要がある。
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（２）工事面 

a. 使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の冷却水は純水，再処理設備本

体の冷却水は不凍液を使用しているが，冷却性能維持（圧力損失，

供給流量）のため，使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設と再処理設

備本体の配管口径を見直し，再処理設備本体の冷却水の純水化が

必要となる。また，不凍液は直接廃棄できず，膨大な量の産業廃

棄物が発生する。 

b. 使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設，再処理設備本体それぞれ確立

した冷却機能状態に，配管改造（安重配管 8 箇所切断，再接続）

が必要となる。特に洞道内の工事は，配管口径の見直しや系統 2

重化によりスペース，耐震性確保，系統分離工事が複雑になる。 

 

１．３ 設備変更内容 

新たに設置する安全冷却水系冷却塔（以下，「新設Ａ４Ａ」という。）

は，前処理建屋の各種系統に接続する必要があることから，接続する配

管等の設置性と既設系統へ悪影響を最小限とするため，配管等の接続長

を極力短くするため前処理建屋近傍を選定した，その上で既設埋設物へ

の影響を考慮した敷地に設置することとした。安全冷却水冷却塔Ａの変

更前と変更後の配置を第 1 図及び第２図に示す。 

また，新設Ａ４Ａ及び既設取合部は竜巻防護対策のため飛来物防護ネ

ット（一部，飛来物防護板）及び飛来物防護板を新規に設置する。新設

Ａ４Ａ接続後，設置済みの安全冷却水系冷却塔Ａは他施設の安全機能に

影響を与えないものとする。 

安全冷却水系冷却塔Ａの設備変更概要を第３図に示す。 

【補足説明資料１】 
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第１図 安全冷却水系冷却塔構内配置図（変更前） 

第２図 安全冷却水系冷却塔構内配置図（変更後） 
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第３図 安全冷却水系冷却塔Ａの設備変更の概要 

（平面概要） （平面概要） 

（断面概要） （断面概要） 

変更前 変更後 
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２．設計方針 

設計方針を以下に示すとおり既許可と同様の設計方針となる。 

(1) 冷却水設備は，各施設で発生する熱を除去できる設計とする。

(2) 安全冷却水系は，冷却水によってその安全機能が維持される再処理施

設の安全上重要な施設へ冷却水を供給できる設計とする。

(3) 冷却水設備は，放射性物質を含む流体が環境に流出しない設計とする。

(4) 安全冷却水系は，それらを構成する動的機器の単一故障を仮定しても，

その安全機能が確保できる設計とする。

(5) 安全冷却水系は，非常用所内電源系統に接続し，外部電源が喪失した

場合でも，その安全機能を確保できる設計とする。

(6) 安全冷却水系は，定期的な試験及び検査ができる設計とする。

(7) 冷却水設備の屋外機器は，必要に応じて凍結を防止できる設計とする。

【補足説明資料７】 
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２．１ 安全冷却水系冷却塔 

２．１．１ 冷却水設備 

新設Ａ４Ａの主要設備の仕様は以下の通りであり，既設同様である。 

（１）伝熱容量：約 12ＭＷ（10×106ｋｃａｌ/ｈ）（外気温 29℃において） 

【補足説明資料４】 

（２）冷却水循環ポンプ：容量約 1,800ｍ３/ｈ，２台 

 

２．１．２ 機器・配管系統 

（１）設備構成 

新設Ａ４Ａの配管は前処理建屋屋上の既設冷却水配管に接続する。

新たに設置する配管は竜巻で損傷することのないよう十分な厚さを持

った材料を使用し，前処理建屋（外壁及び屋根）及び竜巻防護対策設

備（基礎）にて支持する構造とする。 

なお，変更による系統構成の変更はない。 

【補足説明資料７】 

【補足説明資料８】 

 

（２）配置の妥当性 

   既設の配管は，地下４階の安全冷却水Ａ循環ポンプ室から前処理建屋

屋上に設置の安全冷却水系冷却塔Ａに接続している。そのため，新た

に地上に設置する冷却塔までの配管を建屋内に敷設するためには，前

処理建屋外壁を含む複数の耐震壁にドリルホールの施工が必要となり，

前処理建屋の耐震性が低下する可能性がある。 
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   また，６００Ａの大口径配管を既設設備と干渉することなく敷設する

ことが設置スペースの観点で困難であり，複数個所で既設設備の撤

去・復旧が必要となるため工事が錯綜し工事上の安全性に難がある。 

   以上を踏まえ，前処理建屋の耐震壁の耐震性低下及び既設設備干渉の

ない屋上の既設冷却水配管に新たに設置する配管を接続し，前処理建

屋（外壁及び屋根）に沿って敷設する計画とした。 

 

２．１．３ 電気・計測制御系統構成 

（１）設備構成 

新設Ａ４Ａの電気設備（電線管及びケーブル）は前処理建屋屋上の

既設電気設備に接続する。新たに設置する電機設備は竜巻で損傷する

ことのないよう十分な厚さを持った材料で被覆し，前処理建屋外壁，

屋根及び飛来物防護ネット基礎にて支持する構造とする。 

【補足説明資料８】 

電気設備について，上記の通り電線管及びケーブルを延長するもの

の，変更による系統構成の変更はない。 

     【補足説明資料 12】 

計測制御設備について，地上に設置する安全冷却水系冷却塔Ａには

計器等の新設はないことから変更はない。 

 

（２）配置の妥当性 

配置計画については，基本的に機器・配管系統と同様の考えである。 

また，配管及び電気設備の配置計画と同じルートとすることで合理

的な配置設計とすることができる。 
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２．２ 竜巻防護対策設備 

竜巻防護機能を有していない新設Ａ４Ａと既設取合部は竜巻防護対

策が必要となる。 

新設Ａ４Ａは冷却性能を損なわないよう飛来物防護ネットによる防

護を基本とする。

【補足説明資料９】 

防護対象との離隔が確保できない一部区画については必要な冷却性

能を確認した上で飛来物防護板による防護を行う。 

また，前処理建屋屋上の取合部は既設配管及び既設電気設備を飛来

物防護板により防護する。 
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２．３ 機電設備への影響 

機電設備への影響を第１表に示す。 

第１表 新設Ａ４Ａの設置位置変更による機電設備への影響 

設備 影響 

冷却塔Ａ 

除熱能力： 

約 11.6MW 

新設Ａ４Ａの必要な除熱負荷及び冷却水流量は変わら

ないため，新設Ａ４Ａの仕様に変更はない 

【補足説明資料 10】 

冷却水循環ポンプ 

Ａ，Ｂ 

系統流量： 

約 1600m3/h 

前処理建屋屋上に設置する場合の必要揚程は約 ｍ

である。 

新設Ａ４Ａを地上に設置した場合に追加となる配管の

圧力損失は約４ｍであり，必要揚程は約 ｍとなる

が冷却水循環ポンプＡ，Ｂの揚程の範囲内であるた

め，変更はない。 

【補足説明資料２】 

【補足説明資料５】 

【補足説明資料６】 

膨張槽Ａ 

容量：13m3 

追加となる配管の容積は約５０ｍ３であり，既設設備

の容積約 ｍ３と合わせた系統の容積は約

ｍ３である。 

安全冷却水系Ｂ系統の容積は ｍ３である。膨張

槽Ａ，Ｂの容量はＢ系統の容量で設定されており，冷

却水の温度変化による膨張量の増加分を吸収可能であ

るため変更はない。 

【補足説明資料 11】 

配管 
前処理建屋の屋上から設置位置を変更する冷却塔まで

の配管(６００Ａ)：約１８０ｍ×２本を追設する。 

中央制御室からの 

監視制御 

安全冷却水系の監視制御対象が変わらないため，現状

の安全系制御盤からの監視制御に変更はない。 

電源設備 
安全冷却水系の電気負荷の追加がないため，現状の電

源設備に変更はない。 

ケーブル
前処理建屋の屋上から設置位置を変更する冷却塔まで

のケーブル及び電線管：約１８０ｍを追設する。 

については商業機密の観点から公開できません
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３．再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合性 

本変更による再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則へ

の適合性への影響について確認した。 

本変更により影響を受けると考える条文は，「第五条火災等による損

傷の防止」，「第六条安全機能を有する施設の地盤」，「第七条地震によ

る損傷の防止」，「第九条外部からの衝撃による損傷の防止」，「第十一

条溢水による損傷の防止」，「第十二条化学薬品の漏えいによる損傷の防

止」，「第十五条安全機能を有する施設」，「第十六条運転時の異常な過

渡変化及び設計基準事故の拡大の防止」，「第十七条使用済燃料の貯蔵施

設等」，「第十八条計測制御系統施設」，「第二十条制御室等」，｢第二

十五条保安電源設備｣であり，設計方針等への影響を確認した結果，規則

要求に適合すると判断した。 

また，上記以外の条文は，本変更による影響を受ける規則要求はない

と判断した。 

本変更による各条文への影響の確認結果の詳細を第３-１表に示す。 
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第３-１表 本変更に伴う再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への影響について 

再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則 規則適合性 

（核燃料物質の臨界防止） 

第二条 安全機能を有する施設は，核燃料物質が臨界に達

するおそれがないようにするため，核的に安全な形状寸

法にすることその他の適切な措置を講じたものでなけれ

ばならない。 

２ 再処理施設には，臨界警報設備その他の臨界事故を防

止するために必要な設備を設けなければならない。 

本変更は安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置を変更するもの

であり，核燃料物質を取り扱う系統の変更ではないため，

本変更の影響を受ける規則要求はない。 

（遮蔽等） 

第三条 安全機能を有する施設は，運転時及び停止時にお

いて再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線によ

る工場等周辺の線量が十分に低減できるよう，遮蔽その

他適切な措置を講じたものでなければならない。 

２ 安全機能を有する施設は，工場等内における放射線障

害を防止する必要がある場合には，次に掲げるものでな

ければならない。 

一 管理区域その他工場等内の人が立ち入る場所におけ

る線量を低減できるよう，遮蔽その他適切な措置を講

じたものとすること。 

二 放射線業務従事者が運転時の異常な過渡変化時及び

設計基準事故時において，迅速な対応をするために必

要な操作ができるものとすること。 

本変更は安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置を変更するもの

であり，放射性物質を取り扱う系統の変更ではないため，

本変更の影響を受ける規則要求はない。 
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再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則 規則適合性 

（閉じ込めの機能） 

第四条 安全機能を有する施設は，放射性物質を限定され

た区域に適切に閉じ込めることができるものでなければ

ならない。 

本変更は安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置を変更するもの

であり，閉じ込め機能に係る変更ではないため，本変更の

影響を受ける規則要求はない。 

（火災等による損傷の防止） 

第五条 安全機能を有する施設は，火災又は爆発により再

処理施設の安全性が損なわれないよう，火災及び爆発の

発生を防止することができ，かつ，消火を行う設備（以

下「消火設備」といい，安全機能を有する施設に属する

ものに限る。）及び早期に火災発生を感知する設備（以下

「火災感知設備」という。）並びに火災及び爆発の影響を

軽減する機能を有するものでなければならない。 

２ 消火設備（安全機能を有する施設に属するものに限

る。）は，破損，誤作動又は誤操作が起きた場合において

も安全上重要な施設の安全機能を損なわないものでなけ

ればならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプは，事業指定基準規則（火災防護審査

基準含む）に適合させるため，以下のとおり火災等による

損傷の防止の防護設計を行う。 

１．火災区域の設定 

 冷却塔の移設に伴い，移設先に対し屋外の火災区域

を設定する。

２．火災防護対策 

２－１．発生防止対策 

 従来から構造材が変更されないことから，主要な構

造材は不燃性材料を使用する設計とする。

 上記同様，使用するケーブルは難燃性能を有するケ

ーブルとして，延焼性及び自己消火性を満足するこ

とを実証試験により確認されたケーブルを使用する

設計とする。

 落雷に対しては，主排気塔の防護範囲内となるた

め，火災の発生防止対策は不要である。

 十分な支持性能を持つ地盤に設置し，地震により自
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らが破壊又は倒壊することによる火災の発生を防止

する設計とする。 

２－２．火災の感知・消火 

（１）感知

 屋外に設置されることから，火災による熱及び煙が

周囲に拡散するためアナログ式感知器（熱及び煙）

の設置が適さないことから，非アナログ式の炎感知

器及び非アナログ式の熱感知カメラを設置する設計

とする。

（２）消火

 屋外に設置されることから，煙の充満等による消火

困難箇所には該当しないため，屋外消火栓及び移動

式消火設備により消火を行う設計とする。

２－３．火災の影響軽減 

 火災区域は設定されるが，他の火災区域と隣接しな

い屋外施設であることから，３時間耐火能力を有す

る耐火壁の設置は行わない。

 安全冷却水系は再処理施設における最重要設備に該

当することから，系統分離対策の対象となる。異な

る系統と，分離配置することで当該要求を満足する

設計とする。

17
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３．火災影響評価 

 安全上重要な施設に該当することから，火災影響評

価対象設備として選定し，上記火災防護対策の妥当

性について火災影響評価により確認することとす

る。

（安全機能を有する施設の地盤） 

第六条 安全機能を有する施設は，次条第二項の規定によ

り算定する地震力（安全機能を有する施設のうち，地震

の発生によって生ずるおそれがあるその安全機能の喪失

に起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大き

いもの（以下「耐震重要施設」という。）にあっては，同

条第三項に規定する基準地震動による地震力を含む。）が

作用した場合においても当該安全機能を有する施設を十

分に支持することができる地盤に設けなければならな

い。 

２ 耐震重要施設は，変形した場合においてもその安全機

能が損なわれるおそれがない地盤に設けなければならな

い。 

３ 耐震重要施設は，変位が生ずるおそれがない地盤に設

けなければならない。 

本変更に伴い設置する安全冷却水系冷却塔Ａ，配管は，安

全上重要な設備であり，規則 第二項の規定により算定す

る地震力が作用した場合においても当該施設を十分に支持

することができる地盤に設ける。 

本変更に伴い設置する安全冷却水系冷却塔Ａ，配管は，変

形した場合においてもその安全機能が損なわれるおそれが

ない地盤に設ける。 

本変更に伴い設置する安全冷却水系冷却塔Ａ，配管は，将

来活動する可能性のある断層が認められない地盤に設け

る。 

18
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（地震による損傷の防止） 

第七条 安全機能を有する施設は，地震力に十分に耐える

ことができるものでなければならない。 

２ 前項の地震力は，地震の発生によって生ずるおそれが

ある安全機能を有する施設の安全機能の喪失に起因する

放射線による公衆への影響の程度に応じて算定しなけれ

ばならない。 

３ 耐震重要施設は，その供用中に当該耐震重要施設に大

きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によっ

て作用する地震力（以下「基準地震動による地震力」と

いう。）に対して安全機能が損なわれるおそれがないもの

でなければならない。 

４ 耐震重要施設は，前項の地震の発生によって生ずるお

それがある斜面の崩壊に対して安全機能が損なわれるお

それがないものでなければならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプは，安全上重要な設備であり，地震時

において安全機能が損なわれない設計とする。 

安全冷却水系冷却塔Ａ及び配管は耐震クラス S とし基準地

震動による地震動に対してその安全機能が損なわれるおそ

れが無いように設計とする。 

【補足説明資料３】 

（津波による損傷の防止） 

第八条 安全機能を有する施設は，その供用中に当該安全

機能を有する施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津

波（以下「基準津波」という。）に対して安全機能が損な

われるおそれがないものでなければならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプは，標高約５５ｍの敷地に設置するこ

とから，津波が到達する可能性はなく，施設の設置位置の

見直しは行わないため，本変更の影響を受ける規則要求は

ない。 
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（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第九条 安全機能を有する施設は，想定される自然現象

（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生した

場合においても安全機能を損なわないものでなければな

らない。 

２ 安全上重要な施設は，当該安全上重要な施設に大きな

影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により

当該安全上重要な施設に作用する衝撃及び設計基準事故

時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならな

い。 

３ 安全機能を有する施設は，工場等内又はその周辺にお

いて想定される再処理施設の安全性を損なわせる原因と

なるおそれがある事象であって人為によるもの（故意に

よるものを除く。）に対して安全機能を損なわないもので

なければならない。 

（火山） 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプは，安全上重要な設備であることか

ら，降下火砕物防護対象設備とし火山事象として設定した

降下火砕物の影響（荷重，閉塞，粒子の追突，磨耗，腐

食）に対して，安全機能が損なわれない設計とする。 

 荷重に対しては，降下火砕物の荷重に対し，安全冷却水

系冷却塔Ａが構造を維持できる設計にする。 

 閉塞に対しては，安全冷却水系冷却塔Ａの冷却ファンに

より降下火砕物の堆積を防止することにより冷却空気流路

の閉塞が生じない設計とする。 

磨耗に対しては，安全冷却水系冷却塔Ａの冷却ファンの

冷却空気を上方に流すことにより降下火砕物が侵入し難い

設計とする。 

腐食に対しては，安全冷却水系冷却塔Ａとそこへ設置す

る配管へ塗装を施すことにより，降下火砕物に付着してい

る腐食性ガスの影響を受けない設計とする。 

（外部火災） 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプは，安全上重要な設備であることか

ら，外部火災防護対象設備とし次の事象に対し，安全機能
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が損なわれない設計ととする。 

森林火災，近隣工場の火災及び爆発に対し離隔距離等の確

保により安全機能が損なわれない設計をする。 

また，航空機墜落による火災に対しては，耐火被覆又は遮

熱板等の対策を施すことにより安全機能を損なわない設計

をする。 

（航空機落下） 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管を考慮し，航空機落下確率を評価す

る。 

（落雷） 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａ

は，直撃雷，間接雷に単する防護対象施設であることか

ら，避雷設備を設ける設計とする。 

なお，避雷設備は安全冷却水系冷却塔を覆う竜巻防護対策

設備に避雷設備を設置する設計とする。 

（竜巻） 

外部からの衝撃（竜巻）に対する防護方針は以下。 

（１）安全冷却水系冷却塔Ａの防護

新たに設置する安全冷却水系冷却塔Ａは，地上に設置す

る。また，外周に飛来物防護ネット（一部，飛来物防護
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板）を設置することで外部からの衝撃（竜巻）による損傷

から防護する設計とする。 

（２）配管の防護

新たに設置する安全冷却水系冷却塔Ａの配管は，設置済み

の安全冷却水系冷却塔Ａの配管に接続する。

屋外の配管のうち新設するものは，設計飛来物で損傷する

ことのないよう十分な厚さを有する配管とし、精製建屋等

に堅固に支持させる。

設置済みの安全冷却水系冷却塔Ａの配管接続部について

は，飛来物防護板により防護する設計とする。

（その他） 

本変更に伴い設置する安全冷却水系冷却塔Ａ及び配管は，

安全上重要な設備であり，自然現象及び人的事象に対し安

全機能が損なわれない設計ととする。 

（再処理施設への人の不法な侵入等の防止） 

第十条 工場等には，再処理施設への人の不法な侵入，再

処理施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他

人に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそれがある

物件が持ち込まれること及び不正アクセス行為（不正ア

クセス行為の禁止等に関する法律（平成十一年法律第百

二十八号）第二条第四項に規定する不正アクセス行為を

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプは，人の不法な侵入を防止する核燃料

物質等を取り扱う建屋及び安全上重要な施設を含む区域に

関連しないことから，本変更の影響を受ける規則要求はな

い。 
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いう。）を防止するための設備を設けなければならない。 

（溢水による損傷の防止） 

第十一条 安全機能を有する施設は，再処理施設内におけ

る溢水が発生した場合においても安全機能を損なわない

ものでなければならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプは，安全上重要な設備であり，溢水防

護対象設備とし，溢水による損傷の防止の防護設計を行

う。 

安全冷却水循環ポンプの設置部屋を溢水防護区画とし，堰

や防水扉，貫通部処理により，安全機能が損なわれない設

計とする。 

また，配管の想定破断に対しては，Ｂ系列と位置的分散を

図っていることから，同時に安全機能が損なわれない設計

とする。 

（化学薬品の漏えいによる損傷の防止） 

第十二条 安全機能を有する施設は，再処理施設内におけ

る化学薬品の漏えいが発生した場合においても安全機能

を損なわないものでなければならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプは，安全上重要な設備であり，化学薬

品の漏えいによる損傷の防止の防護設計を行う。 

安全冷却水循環ポンプの設置部屋を薬品防護区画とし，堰

や防水扉，貫通部処理により，安全機能が損なわれない設

計とする。 
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（誤操作の防止） 

第十三条 安全機能を有する施設は，誤操作を防止するた

めの措置を講じたものでなければならない。 

２ 安全上重要な施設は，容易に操作することができるも

のでなければならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプにより中央制御室の安全系監視制御盤

への変更は発生しないことから，誤操作防止に係る基本方

針は変わらないため，影響を受ける規則要求はない。 

（安全避難通路等） 

第十四条 再処理施設には，次に掲げる設備を設けなけれ

ばならない。 

一 その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容

易に識別できる安全避難通路 

二 照明用の電源が喪失した場合においても機能を損な

わない避難用の照明 

三 設計基準事故が発生した場合に用いる照明（前号の

避難用の照明を除く。）及びその専用の電源 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプにより，安全避難通路，避難用の照

明，及び設計基準事故が発生した場合に用いる照明及びそ

の専用の電源に変更はないことから，影響を受ける規則要

求はない。 

（安全機能を有する施設） 

第十五条 安全機能を有する施設は，その安全機能の重要

度に応じて，その機能が確保されたものでなければなら

ない。 

２ 安全上重要な施設は，機械又は器具の単一故障（単一

の原因によって一つの機械又は器具が所定の安全機能を

失うこと（従属要因による多重故障を含む。）をいう。以

下同じ。）が発生した場合においてもその機能を損なわな

いものでなければならない。 

（安全機能を有する施設） 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプは，安全上重要な設備であり，安全機

能を確保する設計とする。 
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３ 安全機能を有する施設は，設計基準事故時及び設計基

準事故に至るまでの間に想定される全ての環境条件にお

いて，その安全機能を発揮することができるものでなけ

ればならない。 

４ 安全機能を有する施設は，その健全性及び能力を確認

するため，その安全機能の重要度に応じ，再処理施設の

運転中又は停止中に検査又は試験ができるものでなけれ

ばならない。 

５ 安全機能を有する施設は，その安全機能を健全に維持

するための適切な保守及び修理ができるものでなければ

ならない。 

６ 安全機能を有する施設は，ポンプその他の機器又は配

管の損壊に伴う飛散物により，その安全機能を損なわな

いものでなければならない。 

７ 安全機能を有する施設は，二以上の原子力施設と共用

する場合には，再処理施設の安全性を損なわないもので

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（共用） 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプは，他の原子力施設と共用しないた

め，影響を受ける規則要求はない。 

（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防

止） 

第十六条 安全機能を有する施設は，次に掲げる要件を満

たすものでなければならない。 

一 運転時の異常な過渡変化時において，パラメータを

安全設計上許容される範囲内に維持できるものである

こと。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプにより安全上重要な施設の安全冷却水

系の運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の選定結果

は変わらない設計とする。 
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二 設計基準事故時において，工場等周辺の公衆に放射

線障害を及ぼさないものであること。 

（使用済燃料の貯蔵施設等） 

第十七条 再処理施設には，次に掲げるところにより，使

用済燃料の受入施設（安全機能を有する施設に属するも

のに限る。）及び貯蔵施設（安全機能を有する施設に属す

るものに限る。）を設けなければならない。 

一 使用済燃料を受け入れ，又は貯蔵するために必要な

容量を有するものとすること。 

二 冷却のための適切な措置が講じられているものであ

ること。 

２ 再処理施設には，次に掲げるところにより，製品貯蔵

施設（安全機能を有する施設に属するものに限る。）を設

けなければならない。 

一 製品を貯蔵するために必要な容量を有するものとす

ること。 

二 冷却のための適切な措置が講じられているものであ

ること。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプにより，使用済み燃料の受入施設及び

貯蔵施設，製品貯蔵施設の冷却は変更しないため，本変更

により影響を受ける規則要求はない。 

（計測制御系統施設） 

第十八条 再処理施設には，次に掲げるところにより，計

測制御系統施設を設けなければならない。 

一 安全機能を有する施設の健全性を確保するために監視

することが必要なパラメータは，運転時，停止時及び運

転時の異常な過渡変化時においても想定される範囲内に

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプにより，安全上重要な施設の安全冷却

水系の計測制御設備は変更しないため，本変更により影響

を受ける規則要求はない。 
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制御できるものとすること。 

二 前号のパラメータは，運転時，停止時及び運転時の異

常な過渡変化時においても想定される範囲内で監視でき

るものとすること。 

三 設計基準事故が発生した場合の状況を把握し，及び対

策を講じるために必要なパラメータは，設計基準事故時

に想定される環境下において，十分な測定範囲及び期間

にわたり監視できるものとすること。 

四 前号のパラメータは，設計基準事故時においても確実

に記録され，及び当該記録が保存されるものとするこ

と。 

 

 

 

 

 

 

（安全保護回路） 

第十九条 再処理施設には，次に掲げるところにより，安

全保護回路（安全機能を有する施設に属するものに限

る。以下この条において同じ。）を設けなければならな

い。 

一 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故が発生し

た場合において，これらの異常な状態を検知し，これ

らの核的，熱的及び化学的制限値を超えないようにす

るための設備の作動を速やかに，かつ，自動的に開始

させるものとすること。 

二 火災，爆発その他の再処理施設の安全性を著しく損

なうおそれが生じたときに，これらを抑制し，又は防

止するための設備（前号に規定するものを除く。）の作

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプは，核的，熱的及び化学的制限値等の

変更に該当しないため，本変更の影響を受ける規則要求は

ない。 
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動を速やかに，かつ，自動的に開始させるものとする

こと。 

三 計測制御系統施設の一部を安全保護回路と共用する

場合であって，単一故障が生じた場合においても当該

安全保護回路の安全保護機能が失われないものとする

こと。 

（制御室等） 

第二十条 再処理施設には，次に掲げるところにより，制

御室（安全機能を有する施設に属するものに限る。以下

この条において同じ。）を設けなければならない。 

一 再処理施設の健全性を確保するために必要なパラメ

ータを監視できるものとすること。 

二 主要な警報装置及び計測制御系統設備を有するもの

とすること。 

三 再処理施設の外の状況を把握する設備を有するもの

とすること。 

２ 分離施設，精製施設その他必要な施設には，再処理施

設の健全性を確保するために必要なパラメータを監視す

るための設備及び再処理施設の安全性を確保するために

必要な操作を手動により行うことができる設備を設けな

ければならない。 

３ 設計基準事故が発生した場合に再処理施設の安全性を

確保するための措置をとるため，従事者が支障なく制御

室に入り，又は一定期間とどまり，かつ，当該措置をと

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプにより，安全上重要な施設の安全冷却

水系の計測制御設備は変更しないため，中央制御室におい

て必要なパラメータを監視すること出来るため，本変更の

影響を受ける規則要求はない。 
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るための操作を行うことができるよう，次の各号に掲げ

る場所の区分に応じ，当該各号に定める設備を設けなけ

ればならない。 

一 制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍 

工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装

置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に制

御室において自動的に警報するための装置 

二 制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他

の従事者が制御室に出入りするための区域 遮蔽壁そ

の他の適切に放射線から防護するための設備，気体状

の放射性物質及び制御室外の火災又は爆発により発生

する有毒ガスに対し換気設備を隔離するための設備そ

の他の従事者を適切に防護するための設備 

（廃棄施設） 

第二十一条 再処理施設には，運転時において，周辺監視

区域の外の空気中の放射性物質の濃度及び液体状の放射

性物質の海洋放出に起因する線量を十分に低減できるよ

う，再処理施設において発生する放射性廃棄物を処理す

る能力を有する放射性廃棄物の廃棄施設（安全機能を有

する施設に属するものに限り，放射性廃棄物を保管廃棄

する施設を除く。）を設けなければならない。 

本変更は安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置を変更するもの

であり，放射性廃棄物の廃棄施設の変更はないため，本変

更の影響を受ける規則要求はない。 
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（保管廃棄施設） 

第二十二条 再処理施設には，次に掲げるところにより，

放射性廃棄物の保管廃棄施設（安全機能を有する施設に

属するものに限る。）を設けなければならない。 

一 放射性廃棄物を保管廃棄するために必要な容量を有

するものとすること。 

二 冷却のための適切な措置が講じられているものであ

ること。 

本変更は安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置を変更するもの

であり，放射性廃棄物の保管廃棄施設の変更はないため，

本変更の影響を受ける規則要求はない。 

（放射線管理施設） 

第二十三条 工場等には，放射線から放射線業務従事者を

防護するため，放射線管理施設を設けなければならな

い。 

２ 放射線管理施設には，放射線管理に必要な情報を制御

室その他当該情報を伝達する必要がある場所に表示でき

る設備（安全機能を有する施設に属するものに限る。）を

設けなければならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプにより，放射線管理施設の変更はない

ため，本変更の影響を受ける規則要求はない。 

（監視設備） 

第二十四条 再処理施設には，運転時，停止時，運転時の

異常な過渡変化時及び設計基準事故時において，当該再

処理施設及びその境界付近における放射性物質の濃度及

び線量を監視し，及び測定し，並びに設計基準事故時に

おける迅速な対応のために必要な情報を制御室その他当

該情報を伝達する必要がある場所に表示できる設備（安

全機能を有する施設に属するものに限る。）を設けなけれ

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプにより，運転時，停止時，運転時の異

常な過渡変化時及び設計基準事故時における再処理施設及

びその境界付近における放射性物質の濃度等の監視設備に

変更はないため，本変更の影響を受ける規則要求はない。 
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ばならない。 

（保安電源設備） 

第二十五条 再処理施設は，安全上重要な施設がその機能

を維持するために必要となる電力を当該安全上重要な施

設に供給するため，電力系統に連系したものでなければ

ならない。 

２ 再処理施設には，非常用電源設備（安全機能を有する

施設に属するものに限る。以下この条において同じ。）を

設けなければならない。 

３ 保安電源設備（安全機能を有する施設へ電力を供給す

るための設備をいう。）は，電線路及び非常用電源設備か

ら安全機能を有する施設への電力の供給が停止すること

がないよう，機器の損壊，故障その他の異常を検知する

とともに，その拡大を防止するものでなければならな

い。 

４ 再処理施設に接続する電線路のうち少なくとも二回線

は，当該再処理施設において受電可能なものであり，か

つ，それにより当該再処理施設を電力系統に連系するも

のでなければならない。 

５ 非常用電源設備及びその附属設備は，多重性を確保

し，及び独立性を確保し，その系統を構成する機械又は

器具の単一故障が発生した場合であっても，運転時の異

常な過渡変化時又は設計基準事故時において安全上重要

な施設及び設計基準事故に対処するための設備がその機

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

安全上重要な設備に再度整理した安全冷却水循環ポンプ

は，安全上重要な設備であり，非常用電源設備から電力の

供給を行う設計とする。 
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能を確保するために十分な容量を有するものでなければ

ならない。 

（緊急時対策所） 

第二十六条 工場等には，設計基準事故が発生した場合に

適切な措置をとるため，緊急時対策所を制御室以外の場

所に設けなければならない。 

２ 緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近

傍には，有毒ガスが発生した場合に適切な措置をとるた

め，工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装

置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に緊急時

対策所において自動的に警報するための装置その他の適切

に防護するための設備を設けなければならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプにより，緊急時対策所に変更はないた

め，本変更により影響を受ける規則要求はない。 

（通信連絡設備） 

第二十七条 工場等には，設計基準事故が発生した場合に

おいて工場等内の人に対し必要な指示ができるよう，警

報装置（安全機能を有する施設に属するものに限る。）及

び多様性を確保した通信連絡設備（安全機能を有する施

設に属するものに限る。）を設けなければならない。 

２ 工場等には，設計基準事故が発生した場合において再

処理施設外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡が

できるよう，多様性を確保した専用通信回線を設けなけれ

ばならない。 

本変更により設置位置を変更する安全冷却水系冷却塔Ａと

そこへ設置する配管，安全上重要な設備に再度整理した安

全冷却水循環ポンプにより，通信連絡設備に変更はないた

め，本変更により影響を受ける規則要求はない。 
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再処理施設　安全審査　整理資料　補足説明資料リスト

資料№ 名称

補足説明資料1 安全冷却水系冷却塔Ａの変更前後の配置について

補足説明資料2 安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置変更により追加となる配管の圧力損失について

補足説明資料3 新たに設置する安全冷却水系冷却塔Ａの耐震評価について

補足説明資料4 冷却塔の伝熱計算について

補足説明資料5 安全冷却水系（A系）の熱負荷と冷却水流量について

補足説明資料6 冷却水循環ポンプの揚程について

補足説明資料7 安全冷却水系の系統構成について

補足説明資料8 鋼板に対する最小必要厚の算出方法について

補足説明資料9 安全冷却水系冷却塔の竜巻防護対策設備の構造について

補足説明資料10 安全冷却水冷却塔Aの構造について

補足説明資料11 安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置変更による必要となる膨張槽の容量について

補足説明資料12 安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置変更による電気計装設備の構成変更について

参考資料１ 再処理施設の地盤モデルについて

安全冷却水系冷却塔の設置位置の変更

備考
再処理施設　安全審査　整理資料　補足説明資料

(1/1) 34



補足説明資料１ 

安全冷却水系冷却塔Ａの変更前後の配置について 

35



目次 

１．概要 

２．安全冷却水系冷却塔Ａの変更前後の配置について 

36



補 1-1 

１．概要 

再処理施設用の安全冷却水系冷却塔Ａの変更前後の配置図を示す。 

 

２．安全冷却水系冷却塔Ａの変更前後の配置について 

再処理施設用の安全冷却水系冷却塔Ａの変更前の配置図を第１図，変

更後の配置図を第２図に示す。 

変更後の配置図を拡大したものを第３図に示す。 

 

以 上 
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補 1-2 

第１図 安全冷却水系冷却塔Ａ 配置図（変更前） 
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補 1-3 

第２図 安全冷却水系冷却塔Ａ 配置図（変更後） 
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補 1-4 

第３図 安全冷却水系冷却塔Ａ 配置図（変更後）（拡大） 
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補足説明資料２ 

安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置変更により 

追加となる配管の圧力損失について 

41



目次 

１．概要 

２．安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置変更により追加となる配管の圧力損失

について 

３．冷却水循環ポンプＡ，Ｂの流量と揚程の関係について 

42



補 2-2-1 

１．概要 

再処理設備本体用の安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置を前処理建屋

屋上から前処理建屋北側地上へ変更した場合に追加となる配管の圧力

損失を示す。 

２．安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置変更により追加となる配管の圧力損

失について 

（１）追加となる配管

前処理建屋屋上から前処理建屋北側地上に設置位置を変更した場

合に追加となる配管は以下のとおりである。 

・配管口径：６００Ａ，Ｓｃｈ３０（外径：６０９．６ｍｍ，厚さ：

１４．３ｍｍ） 

・配管長：約３６０ｍ

・配管の曲がり：３２か所

（２）圧力損失の評価式

配管の圧力損失は円管内の流動による圧力損失の評価式である

Fanning の式（１）で算出する。 

ΔP＝4f（ρv2/2）（L/d） 

・ΔP：圧力損失 [Pa]

・f：管摩擦係数 [－]

・ρ：流体密度 [kg/m3]

・v：流速 [m/s]

・L：配管長 [m]

・d：管内径 [m]

また，配管の曲がりについては，配管長に管相当長さ L0 を適用し

て同様の式で算出する。 

ΔP＝4f（ρv2/2）（L0/d） 

・L0：管相当長さ [m]

摩擦係数については，Moody 線図（１）より設定する。Moody 線図は

管表面の粗さ，流体のレイノルズ数と摩擦係数の関係を表した図であ

り，管表面の粗さ，レイノルズ数は以下で求める。 

・ε：管表面粗さ [mm]
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・Re：レイノルズ数（＝ρvd／μ） [－]

・μ：粘度 [Pa・s]

（３）評価パラメータ

（２）に示す圧力損失ΔP算出のための各パラメータは第１表のと

おりとする。 

第１表 パラメータ設定 

パラメータ 単位 設定値 備考 

f：管摩擦係数  － 0.004 Moody 線図（１）から設定 

ρ：流体密度  kg/m3 1054.5 運転最低温度 5℃における比重か

ら設定 

v：流速 m/s 1.71 流量：1630m3/h と管内径より設定 

L：配管長 m 360 （１）から設定

d：管内径 m 0.581 （１）から設定

L0：管相当長さ m 18.592 標準曲率の 90°エルボ(L0/d=32)
（１）1 個あたりの相当長さ（90°エ

ルボ数：32）

ε：管表面粗さ mm 0.05 市販鋼管の表面粗さ（２） 

μ：粘度 Pa・s 0.005 ナイブライン(50wt%)の物性値（３）

より運転最低温度 5℃の値を設定

Re：レイノルズ数 － 2.07×105 上記パラメータから算出 

(４)圧力損失の評価結果

(２)及び（３）より圧力損失は約４０５４４Pa（約３．９m）で 

ある。 

Δ P ≒4×0.004×（ 1054.5×1.71^2 ／ 2）

　　×（360／0.581＋32×18.592／0.581） 

  ≒40544.4 Pa 

  ≒3.92m（＝40544.4／9.80665／1054.5） 
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３．冷却水循環ポンプＡ，Ｂの流量と揚程の関係について 

冷却水循環ポンプＡ，Ｂの性能（流量と揚程）を第１図に示す。 

＜参考文献＞ 

（１）化学工学便覧 第６版

（２）機械工学便覧 改訂第６版

（３）ナイブライン技術資料（日曹商事カタログ）
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第１図 冷却水循環ポンプＡ，Ｂの流量と揚程 

補 2-2-1 

については商業機密の観点から公開できません。
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補足説明資料 3 

新たに設置する安全冷却水系冷却塔Ａの

耐震評価について
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１．概要

新たに設置する安全冷却水系冷却塔Ａは既設の安全冷却

水系冷却塔Ｂと同じ構造としている。

本資料では，安全冷却水系冷却塔 A の耐震評価条件につい

て安全冷却水系冷却塔Ｂの耐震評価条件との対応について

確認するものである。

２．位置 

安全冷却水冷却塔の設置位置を第 2-1 図に示す。

第 2-1 図 安全冷却水冷却塔基礎の設置位置

安全冷却 水冷却塔 Ｂ

安全冷却 水冷却塔 Ａ
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３．構造概要

新たに設置する安全冷却水系冷却塔Ａは，安全冷却水系冷

却塔Ｂと同一の構造を用いることとしている。安全冷却水冷

却塔の平面図を第 3-1 図に，断面図を第 3-2 図に示す。 

冷却塔の主体構造は鉄骨造であり，基礎の主体構造は鉄筋

コ ン ク リ ー ト 造 で あ る 。 基 礎 の 平 面 規 模 は 主 要 部 分 で

28m(NS)×39m(EW)である。

 

第 3-1 図 平面図（単位：m）

3 9 m  

2
8

m
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（ NS 方向）

（EW 方向）

第 3-2 図 断面図（単位：m）
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4. 耐震評価方法

安全冷却水冷却塔に対する耐震評価フロー（概略）を第 4-1

図に示す。 

第 4-1 図 安全冷却水冷却塔の耐震評価フロー（概略）

動的解析

各種応答値

地震応答解析モデルの設定

応答値を用いた耐震設計

（冷却塔，基礎スラブの設計）
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５．評価方法 

５．１ 地震応答解析モデルの設定

動的地震力の算定に用いる地震応答解析モデルは，地盤と

の相互作用を考慮した多軸多質点系モデルを用いる。水平方

向の地震応答解析モデルは，基礎スラブ及び冷却塔のせん断

剛性と曲げ剛性を考慮する。鉛直方向の地震応答解析モデル

は，基礎スラブ及び冷却塔の軸剛性を考慮する。また，地盤

を地盤ばねに置換する。地震応答解析モデルを第 5-1 図に示

す。 

新たに設置する安全冷却水系冷却塔Ａは，安全冷却水系冷

却塔Ｂと同一構造であり，同一地盤である鷹架層に設置する

ため，地震応答解析モデルは同一となる。 

（水平方向） （鉛直方向）

第 5-1 図 地震応答解析モデル

注 記 1： ○ 数 字 は 質 点 番 号 を 示 す 。

注 記 2： □ 数 字 は 要 素 番 号 を 示 す 。

（ 単 位 :m） （ 単 位 :m）
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５．２ 入力地震動算定

地震応答解析モデルへ入力する入力地震動算定は，一次元

波動論に基づき，解放基盤表面において策定した基準地震動

Ss 及び弾性設計用地震動 Sd に対する基礎底面位置の地盤の

応答として評価したものを用いる 

地盤モデルの物性値を第 5-1 表に，地震応答解析モデルに

入力する地震動の概念図を第 5-2 図及び第 5-3 図に示す。 

新たに設置する安全冷却水系冷却塔Ａは，安全冷却水系冷

却塔Ｂと同一地盤である鷹架層に設置するため，地盤モデル

及び入力地震動は同一となる。 

第 5-1 表 地盤の物性値（中央地盤）

参考資料１ 「再処理施設の地盤モデルの設定について」

単位体積重量

γt（kN/m
3
）

S波速度

Vs（km/s）

P波速度

Vp（km/s）

減衰定数

h（％）

▽基礎スラブ底面

▽解放基盤表面

17.0 0.82 1.95

1.91

22.00

18.2 0.80 1.95

4.00

17.8 0.82 1.95

-70.00

標高

T.P.（m)

53.80

18.1 0.66 1.84

3.0

42.00

鷹架層

18.2 0.76

54



補 3-7 

第 5-4 図 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図

（水平方向）

基礎底面

T.P. 53.8m

一次元波動論に
基づく地震応答解析

鷹架層

解放基盤表面
T.P.-70.0m

基準地震動Ss及び
弾性設計用地震動Sd

反
射
波

入
射
波

ENFN

123.8m

構築物底面位置の
地盤応答 2Eを入力

底面回転ばね 底面
水平ばね

T.P. 53.8m 2E

地表面

T.P. 55.0m
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第 5-5 図 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図

（鉛直方向）

2E

基礎底面

T.P. 53.8m

一次元波動論に
基づく地震応答解析

鷹架層

解放基盤表面
T.P.-70.0m

反
射
波

入
射
波

ENFN

123.8m

鉛直ばね

T.P. 53.8m

基準地震動Ss及び
弾性設計用地震動Sd

構築物底面位置の
地盤応答 2Eを入力

地表面

T.P. 55.0m
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６．まとめ 

新たに設置する安全冷却水系冷却塔Ａは，安全冷却水系冷

却塔Ｂと構造及び設置する地盤区分が同一であることによ

り，地震応答解析モデル，地盤モデル及び入力地震動が同一

となるため，安全冷却水系冷却塔Ｂと同じ耐震評価条件とな

る。 
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補足説明資料４

冷却塔の伝熱計算について
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１．概要

安全冷却水系冷却塔 A が必要な除熱能力を有していることを示すため、

実際の伝熱面積が計算上必要な伝熱面積を上回っており崩壊熱除去機能

を持っていることについて説明する。

２．計算方法

安全冷却水系冷却塔 A が計算上必要な伝熱面積は、以下の式で示され

る。

A＝Q／（U×Δｔｔ） 
A：計算上必要な伝熱面積 
Q：崩壊熱量 
U：総括伝熱係数 
Δｔｔ：対数平均温度差

計算の結果を第１表に示す。

第１表安全冷却水系冷却塔の計算上必要な伝熱面積と実際の伝熱面積と

の関係

設備名：安全冷却系

機器名称 

熱交換量 

Ｑ 

〔Ｗ／基〕 

総括伝熱 

係数 Ｕ 

〔Ｗ／m2Ｋ〕 

対数平均 

温度差Δtt 

〔Ｗ／m2Ｋ〕 

計算上必要 

な伝熱面積 

Ａ〔m2〕 

実際の 

伝熱面積 

〔m2〕 

備考 

安全冷却水

系冷却塔Ａ 
     

第１表に示す通り、安全系冷却水系冷却塔 A は実際の伝熱面積が計算上

必要な伝熱面積を上回っていることから、必要な崩壊熱除去機能を有して

いる。

については商業機密の観点から公開できません。
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３．冷却塔の伝熱計算 

対数平均温度差Δｔｔ及び総括伝熱係数Ｕは以下のとおり求める。 

（１）計算条件

熱交換量 ：Ｑ  kcal/h 

   冷却空気入口温度：Ｔ１ ℃ 

冷却水出口温度 ：ｔ２ ℃ 

冷却空気流量  ：Ｗｓ kg/h 

冷却水流量  ：Ｗｃ m3/h 

（２）空気と冷却水の対数平均温度Δｔｔの計算

空気と冷却水の対数平均温度Δｔｔは下式により求める。

Δtt = 
｜Ｔ１－ｔ２｜－｜Ｔ２－ｔ１｜

 １ｎ（Ｔ１－ｔ２）／（Ｔ２－ｔ１）
℃ （３）

Ｔ１：冷却空気入口温度 ℃ 

Ｔ２：冷却空気出口温度 =Ｔ１＋Ｑ／（ＣａＷｓ） ℃ 

ｔ１：冷却空気入口温度 =ｔ２＋Ｑ／（ＣｃγｉＷｃ） ℃ 

ｔ２：冷却空気出口温度℃ 

Ｑ ：熱交換量  kcal/h 

Ｗｃ：冷却水流量 m3/h 

Ｗｓ：冷却空気流量 kg/h 

γｉ：冷却水の比重量 kg/ m3 

Ｃｃ：冷却水の比熱 kcal/kg℃ 

Ｃａ：冷却空気の比熱 kcal/kg℃ 
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（３）総括伝熱係数Ｕの計算

総括伝熱係数は下式であらわされる。

Ｕ = 
１

１

ｈ０
 ＋ｒｆ０＋〔

１

ｈｉ
 ＋ｒｆｉ〕

Ａ０

Ａｉ
 ＋ｒｆ０

Ａ０

Ａｂ０

ただし，

Ｕ ：総括伝熱係数 kcal/m2 h ℃ 

ｈ０ ：冷却空気側熱伝達率 kcal/m2 h ℃ 

ｈｉ ：冷却水側熱伝達率 kcal/m2 h ℃ 

ｒｆ０：冷却空気側汚れ係数 m2 h ℃/kcal 

ｒｆ０：冷却水側汚れ係数 m2 h ℃/kcal 

ｒＷ ：伝熱管の伝熱抵抗 m2 h ℃/kcal

ｗ 
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Ａ. : フィン基準伝熱面積 

＝πＤｒ（1－ｆｔＮｆ）÷2・
４
（Ｄｆ

2－Ｄｒ
2）Ｎｆ÷πＤｆｆｔＮｆ

m２/ｍ 

Ｄｆ ：フィン外径 mm 

Ｄｒ ：フィン元径 mm 

ｆｔ ：フィン厚さ mm 

Ｎｆ ：フィン枚数 枚／ｍ 

Ａｉ ：管内側基準伝熱面積＝πｄi ㎡/ｍ 

Ｄｉ : 伝熱管内径 `mm 

Ａｂｏ ：裸管基準伝熱面積＝πＤｒ ㎡/ｍ 

ここでｈiは、下記より求められる。 

ｈｉ ＝ 
ｄ
Ｎｕｉ

ただし、 

Ｎｕｉ ：ヌセルト数＝0.023×Ｒei
0.6×Ｐｒi

0.4 （4） 

Ｒｅｉ ：レイノルズ数＝ｕｉｄｉ/νｉ

Ｐｒｉ ：冷却水のプラントル数 

νｉ ：冷却水の動粘性係数 ㎡/ｓ 

ｕｉ  ：冷却水の管内流速 ｍ/ｓ 

λｉ  ：冷却水の熱伝導率 kcal/mh℃ 
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またｈ。は、下記より求められる。 

ｈ。＝0.134×
Ｇ

。
0.651 。

。
0.33 Ａ

Ｈ
0.2 Ａ

Ｂ
0.1134 。

（ ）

Ｄ
ｒ

ただし、 

Ａ ：フィン間すきま ｍｍ 

Ｂ ：フィン厚さ ｍｍ 

Ｈ ：フィン高さ ｍｍ 

Ｇｍａｘ ：冷却空気の単位面積当たりの重量流量 ｋｇ/㎡ｈ 

μｏ ：冷却空気側粘性係数 ｋｇ/ｍｈ 

λｏ ：冷却空気側熱伝導率 ｋｃａｌ/ｍｈ℃ 

以上の計算に使う物性値等を第 2表にまとめて示す。 
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伝熱管ピッチ ：Ｓ１＝  ｍｍ

：Ｓ２＝  ｍｍ

４．参考文献

（１）化学工学協会「化学工学便覧」

（２）尾花 英朗「熱交換機設計ハンドブック」

（３）日本機械学会「機械工学便覧」

（４）日本機械学会「伝熱工学資料」

（５）HEAT TRANSFER AND FLUID SERVICE HANDBOOK

については商業機密の観点から公開できません。
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 第 2 表 冷却塔における対数平均温度差及び総括伝熱係数に使う物性

値等 

設備名：安全冷却系

項目 安全冷却水系冷却塔Ａ 

Ｑ 

Ｔ１ 9

ｔ１ 

Ｔ２ 

ｔ２ 5

Ｗｃ 

Ｗｓ 

Ｃｃ 

Ｃａ 

γｉ 

ｈ０ 

ｈｉ 

ｒｆ０ 

ｒｆ０ 

ｒＷ 

Ａ０ 

Ｄｆ 

Ｄｒ 

ｆｔ 

Ｎｆ 

Ａｉ 

ｄｉ 

Ａｂ０ 

Ｎｕｉ 

Ｒｅｉ 

Ｐｒｉ 

νｉ 

ｕｉ 

λｉ 

Ａ 

Ｂ 

については商業機密の観点から公開できません。
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H 

Gmax 

μｏ 

λｏ 

については商業機密の観点から公開できません。
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補足説明資料５ 

安全冷却水系（Ａ系）の熱負荷と冷水流量について 
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安全冷却水系（A 系）の熱負荷と冷却水流量 

建屋 機器名称 熱負荷[MW] 冷却水流量[m3/h] 

前処理建屋 

安全冷却水 1A 中間熱交換器 

安全冷却水 2 中間熱交換器 

その他熱負荷 

分離建屋 

中間熱交換器 A 

安全冷却水 1A 中間熱交換器 

安全冷却水 2 中間熱交換器 

精製建屋 
安全冷却水中間熱交換器 A 

安全冷却水中間熱交換器 C 

高レベル廃液ガラ

ス固化建屋

第 1 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 A 中間熱交換器 

第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 A 中間熱交換器 

不溶解残渣廃液貯槽冷却水 A 中間熱交換器 

高レベル廃液共用貯槽冷却水 A 中間熱交換器 

安全冷却水 A 中間熱交換器 

その他熱負荷 

ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋

安全冷却水 A 第 1 中間熱交換器 

その他熱負荷 

制御建屋 その他熱負荷 

合計 １１．６ 

については商業機密の観点から公開できません。
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冷却水循環ポンプの揚程について 
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第１図 冷却水循環ポンプＡ，Ｂの流量と揚程 

については商業機密の観点から公開できません。
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補足説明資料７ 

安全冷却水系の系統構成について 
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第１図 安全冷却水系の系統構成 （変更前） 

 

第２図 安全冷却水系の系統構成 （変更後） 

設置位置を変更する冷却塔 
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鋼板に対する最小必要厚の算出方法について 
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補 8-1-1 

鋼板に対する最小必要厚さの算出方法について

1. はじめに

本資料は,剛体円柱が衝突するときの鋼板の貫通を評価する BRL 式による,竜巻飛来物

の貫通を防止するための最小必要厚さの算出方法についてまとめたものである。

なお，本資料では，SI 単位系に変換した BRL 式により，最小必要厚さを算出する方法

をまとめる。

2. BRL 式について

鋼板の最小必要厚さは,下記に示す BRL 式を用いて算出する。

ݐ
య
మ ＝

଴.ହ୫୴మ

ଵ.ସଷଽ଺ൈଵ଴వ௄మௗ
య
మ

ここで, 

t＝鋼板の最小必要厚さ(m) 

m＝飛来物質量(kg) 

v＝飛来物速度(m/s) 

d＝飛来物等価直径(m) 

K＝鋼板の質量に関する係数≒1 

なお,参考資料①により,飛来物直径は飛来物断面と周長が等しくなる円の直径とする。 

参考資料①：「竜巻飛来物を模擬した角管の落下衝突による鋼板の貫通評価」,機械学

会論文集 Vol.83(2017), No.851, 16-00501 
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補 8-1-2 

3. 最小必要厚さの算出結果

設計飛来物のうち鋼製材(長さ 4.2m×幅 0.3m×奥行 0.2m,質量 135kg,速度 51m/s)によ

る最小必要厚さは以下の通り算出される。

m：鋼製材の質量 135kg 

v：鋼製材の速度 51m/s 

d：鋼製材と周長ℓ(m)が同じ円の直径を等価直径 d(m)とする。 

d＝ℓ / π 

  ＝{(0.3+0.2)×2－3×4.26×10-3×8＋2π×3×4.26×10-3} ／ π 

＝0.3113259… 

≒0.31133 (m) 

最小必要厚さは

t＝ሼ0.5 ൈm ൈ v	ଶ/	（1.4396 ൈ 10ଽ ൈ 1ଶ ൈ ݀
య
మ）ሽ

మ
య

 ＝7.899153…×10-3 

≒7.9×10-3(m)

4. まとめ

上記の通り,BRL 式により計算した結果,鋼製材の貫通を防止するための最小必要厚さ

は 7.9×10-3(m)である。

以上
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補足説明資料９ 

安全冷却水系冷却塔の竜巻防護対策設備 

の構造について 
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目次 

１．安全冷却水冷却塔Ａ飛来物防護ネット構造図（平面図、断面図） 

２．安全冷却水冷却塔Ａ飛来物防護ネット構造図（外面図） 
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補 9-1-1 

図 安全冷却水系冷却塔 A 飛来物防護ネット構造図 
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図 安全冷却水系冷却塔 A 飛来物防護ネット構造

図 補 9-1-2 
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補足説明資料１０ 

安全冷却水系冷却塔Ａの構造について 
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補 10-1-1 

図 安全冷却水系冷却塔 A 構造図 

については商業機密の観点から公開できません。
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補足説明資料１１ 

安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置変更により必要となる 

膨張槽の容量について 
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補 11-1-1 

１．概要 

再処理設備本体用の安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置を前処理建屋

屋上から前処理建屋北側地上へ変更した場合，配管の追加により系統

の容積が増加する。 

系統の容積が増加すると冷却水の温度変化に伴う必要膨張量が増加

するため，配管追加後の必要膨張量が膨張槽の容量（ m3）の %以下

（膨張槽容量の %以下で液位低注意報発報）であることを確認する。 

２．安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置変更による膨張槽容量への影響つい

て 

（１）膨張量の算出の考え方

冷却水の膨張量ΔVは，冷却水の設計最高温度における密度と設計

最低温度における密度の差から以下のように算出し設定する。 

ΔV＝（1／ρH－1／ρL）Vtotal 

 ρH：冷却水の設計最高温度における比重 

 ρL：冷却水の設計最低温度における比重 

 Vtotal：系統内の冷却水容量（1系列分） 

冷却水の温度は保守側な設定となるよう以下とする。 

・設計最高温度：建屋内雰囲気の最高温度である ℃とする。

・設計最低温度：屋外設置の範囲は外気の最低温度である ℃

とする。 

屋内設置の範囲は安全冷却水の供給条件であ

る ℃とする。 

また，各温度の冷却水（不凍液）の比重は以下のとおり。（１） 

・

・

・

（２）膨張量，膨張槽の必要容量算出

第１表に膨張量及び膨張槽の必要容量算出結果を示す。

安全冷却水系の冷却水容量は以下の設定とした。

・既設設備： m3 [冷却塔Ａ： m3，屋外配管： m3，

については商業機密の観点から公開できません。
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補 11-1-2 

屋内設備： m3] 

・リプレース設置に伴い追加となる屋外配管： m3

（補足説明資料２－１に記載の配管長，配管口径よ

り約 m3を切り上げて設定） 

評価の結果，冷却塔Ａのリプレース設置により配管が伸長したと

しても，必要膨張量は膨張槽容量の %を下回っており既設の膨張

槽の余裕の範囲内である。 

なお，余裕が m3 程度（≒ × － ）あるが，安全冷却

水系は B系の容量が大きく（冷却塔Ｂが離れた場所に設置されてい

るため），膨張槽容量は B系の冷却水量で設定されていることによ

る。 

第１表 膨張量の算出結果 

項目 単位 

屋外 

屋内 合計 冷却塔

Ａ 
配管 

既設の安全冷却水系（A系）

の冷却水容量 
m3 

冷却塔Ａの設置位置変更に

より追加となる配管内の冷

却水容量 

m3 

系統内の冷却水容量（Vtotal） m3 

流体温度条件 ℃ 

冷却水の設計最高温度にお

ける比重（ρH） 
kg/m3 

冷却水の設計最低温度にお

ける比重（ρL） 
kg/m3 

膨張量（ΔV） m3 

＜参考文献＞ 

（１）ナイブライン技術資料（日曹商事カタログ）

については商業機密の観点から公開できません。
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補足説明資料１２ 

安全冷却水系冷却塔Ａの設置位置変更による電気計装設備の

構成変更について 
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補‐12－1－1 

安全系

監視制御盤

安全系

制御盤AA-MCC-A

Ｍ Ｍ

制御建屋

前処理建屋

：しゃ断器

Ｍ ：冷却ファン

：制御信号

凡例

前処理建屋屋上

安全系

監視制御盤

安全系

制御盤AA-MCC-A

制御建屋

前処理建屋

前処理建屋屋上

地上
Ｍ Ｍ

※ 赤色部分が変更箇所となる。

・端子盤の追加

・端子盤⇔冷却ファンの電源ケーブルの新規布設

上記以外の電気設備・計測制御設備は変更はない。

電源ケーブル用

端子盤

電気設備として変更となるのは、非常用モータコントロールセンターから冷却ファンの間の電源ケーブルとなる。端子盤を追加し、端子盤から地上設

置となった冷却ファンへのケーブルを追加する。

(変更前) (変更後) 
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計測制御設備については、安全系冷却水の監視対象、監視場所について変更はない。

補‐12－1－2 

については商業機密の観点から公開できません。
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補‐12－1－3 

については商業機密の観点から公開できません。
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補‐12－1－4 

については商業機密の観点から公開できません。
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補‐12－1－5 

については商業機密の観点から公開できません。
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参 1-1 

参考資料１

再処理施設の地盤モデルについて
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参 1-2 

１．地盤モデルの概要

再処理施設の耐震設計に用いる基準地震動は、T.P.－ 70m

の鷹架層に想定した解放基盤表面に定義されたものである

ことから、建物・構築物の地震応答解析を行うにあたっては、

解放基盤表面以浅の地盤の影響を考慮し、各建物位置での入

力地震動を評価する必要がある。 

本施設の敷地は、著しい高低差のない平坦な地形であり、

また、解放基盤表面から建物の設置位置までは、新第三紀の

岩盤である鷹架層が平面的にも広範囲に渡って分布してい

ることから、水平成層地盤モデルを用いた一次元波動論によ

ることとしている。 

水平成層地盤モデルの設定にあたっては、多くの重要な施設

が敷地全体に広がっていること、また、敷地内にはｆ－１及び

ｆ－２の断層が認められ、同じ新第三紀の岩盤ではあるものの、

断層を境にして、西側では鷹架層上部層、中央部では鷹架層下

部層、東側では鷹架層中部層が、建物設置レベル付近に広く分

布するという特性を考慮し、下記に示す３領域毎に地盤モデル

を設定している。建物配置と水平成層地盤モデルとの関連を第

１図に示す。

東側地盤：ｆ－１断層より東側の水平成層地盤モデル 

中央地盤：ｆ－１及びｆ－２断層間の水平成層地盤モデル

西側地盤：ｆ－２断層より西側の水平成層地盤モデル 
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参 1-3 

第１図 建物配置と水平成層地盤モデルとの関連

西側地盤

東側地盤 

中央地盤

f－２断層

f－１断層

安全冷却水冷却塔 A 

安全冷却水冷却塔 B 
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